














模での感染爆発が警戒されていたのが新型インフルエンザであり、実際に 2009 年の 4 月に発生が確
認された H1N1 型インフルエンザ･ウィルスによって、パンデミックは現実のものとなった。幸いなことに、
この H1N1 型インフルエンザ･ウィルスは毒性が低く、当初予想されていたほどの被害をもたらさなかっ
た。それに対して、2004 年以降、主に東南アジア地域を中心に感染が広がった H5N1 型高病原性鳥











































































表 1 WHO に報告された東アジアにおける H5N1 型鳥インフルエンザ・ウィルスへの感染者数・死亡者数 
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 総計 
国名 
感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数 感染数 死亡数
ミャンマー 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0
カンボジア 0 0 0 0 4 4 2 2 1 1 1 0 1 0 1 1 10 8
インドネシア 0 0 0 0 20 13 55 45 42 37 24 20 21 19 9 7 171 141
ベトナム 3 3 29 20 61 19 0 0 8 5 6 5 5 5 7 2 119 59
中国 1 1 0 0 8 5 13 8 5 3 4 4 7 4 2 1 40 26
タイ 0 0 17 12 5 2 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 25 17
ラオス 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 2 2
合計 4 4 46 32 98 43 73 58 59 48 35 29 34 28 19 11 368 253
 
出典：WHO のホームページより。2010 年 12 月 9 日時点。実験室で検査・確認がとれたもののみ。 
表 2 東アジア諸国の医療費支出・医師数・病床数 
医療費支出（2006） 人口 1,000 人当たりの数 










ミャンマー 2.2  13.1  5 0.4  1.0 0.6 
カンボジア 5.9  26.0  30  … … 0.1 
インドネシア 2.5  50.5  39  0.1  0.8 0.6 
ベトナム 6.6  32.3  46  0.6  0.8 2.7 
フィリピン 3.8  32.9  52  1.2  6.1 1.1 
中国 4.6  40.7  94  1.5  1.0 2.2 
タイ 3.5  64.5  113  … … 2.2 
マレーシア 4.3  44.6  259  0.7  1.8 1.8 
シンガポール 3.3  33.1  1,107  1.5  4.4 3.2 
韓国 6.4  55.7  1,168  1.6  1.9 8.6 

























































































東 ア ジ ア で は 、 WHO や 国 際 連 合 児 童 基 金
（UNICEF）、国際獣疫事務局（OIE）、国際連合食糧
農業機関（FAO）、JICA、ASEAN事務局、そして多く
のNGOが、各国のサーベイランス能力向上のための
技術供与、住民への啓蒙活動、医学・疫学的対処能
力の向上、人材育成、感染症研究の推進、地域での
情報共有などを目的としたプロジェクトを実施し、多く
の成果を挙げてきた。最近では日本が、2005年度か
ら2009年度まで「新興・再興感染症研究拠点形成プ
ログラム」の一環として、現地での感染症の研究や人
材育成、研究ネットワークの形成めざし、中国、フィリ
ピン、ベトナム、タイ、インドネシアに日本の大学や研
究機関の研究活動拠点を設置した。これは、2010年
度からは「感染症研究国際ネットワーク推進プログラ
ム」と名称を変え、2014年度まで引き続き実施されるこ
とになっている。 
しかし、このような取り組みを、域内の限られた国だ
けではなく、地域全体をカバーするように発展させ、
持続的におこなうためには、日本の資金だけを使い、
二国間の協定を基本に実施する現行の体制では限
界がある。資金面でも活動面でも、東アジア域内の
国々が協力して、地域として感染症の研究、対策の
策定、そして人材育成をおこなう恒常的な機関を作る
ことが望ましい。 
研究・対策については、上述のように、感染症を医
学・疫学・獣医学の立場から研究する部門に、社会動
態の変化や人々の生活状況、気候変動など感染症
に影響を与える社会的、生態学的要因の研究をおこ
なう部門を併設し、双方の専門家が情報と知見を共
有することで、実効性の高い感染症対策を策定するこ
とが重要である。 
また、未知の病原体の同定や解析をおこない、ウィ
ルスの変異の追跡、ワクチンや治療薬の開発などを
迅速に進め、病原性や感染の特徴などの情報を可能
な限り早く発信することは、感染症の被害を最低限に
食い止める上で必要不可欠である。そのためには、
適切なバイオ・セイフティー・レベルを備えた実験室が
併設されている必要がある。 
人材の育成については、地域の感染症研究をリー
ドする研究者を養成するだけではなく、各国で感染症
対策の策定や実施にかかわる行政官や実務家の養
成も必要である。そしてこの人材育成も、医学・疫学
的分野と社会科学や生態学などの分野が協力してお
こない、状況に応じて柔軟かつ適切な判断を下し、対
策を策定・実施できる人材を一人でも多く輩出するこ
とが重要である。 
これまで日本は、域内諸国の感染症対策に必要な
インフラの整備や技術移転をおこない、研究協力を進
めることで、各国政府や関連機関と深い信頼関係を
築いてきた。日本が、こうした実績の上に立って、地域
全体の研究拠点の形成と運営をリードすることは、東
アジア地域協力のいっそうの前進に役立つはずであ
る。 
（2011年3月） 
